都市公園政策の歴史的変遷過程における「機能の社会化」と政策形成(5) by 申 龍徹
都市公園政策の歴史的変遷過程における「機能の社
会化」と政策形成(5)
著者 申 龍徹
出版者 法学志林協会
雑誌名 法学志林
巻 103
号 1
ページ 77-110
発行年 2005-10-17
URL http://hdl.handle.net/10114/4808
は
じ
め
に
ｌ
視
角
と
対
象
一
都
市
公
園
政
策
を
取
り
上
げ
る
理
由
二
分
析
視
点
と
方
法
ｌ
分
析
軸
と
し
て
の
機
能
の
社
会
化
に
つ
い
て
三
研
究
の
制
約
と
展
望
に
つ
い
て
四
本
稿
の
構
成
第
一
章
近
代
的
都
市
公
園
の
発
祥
と
伝
播
第
一
節
初
期
都
市
公
園
の
形
成
第
二
節
大
政
官
布
達
公
園
の
展
開
第
三
節
遊
園
か
ら
都
市
計
画
公
園
へ
第
四
節
初
期
公
園
論
の
展
開
ｌ
牧
民
官
思
想
の
一
断
面
（以上、’○○巻二号）
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
」
と
政
策
形
成
（
五
）
（
申
）
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
」
と政策形成（五）
第
二
章
都
市
計
画
公
園
の
変
容
と
衛
生
行
政
の
公
園
観
第
一
節
都
市
計
画
法
制
と
震
災
復
興
計
画
公
園
第
二
節
公
園
用
地
の
創
出
’
’
３
％
公
園
地
留
保
」
と
受
益
者
負
担
第
三
節
東
京
緑
地
計
画
と
防
空
緑
地
第
四
節
児
童
公
園
の
形
成
と
厚
生
行
政
の
展
開（以上、’○○巻三号）
第
四
章
戦
後
都
市
公
園
政
策
に
お
け
る
社
会
的
機
能
の
成
立
第
一
節
都
市
公
園
の
区
分
と
そ
の
成
立
過
程
第
二
節
市
町
村
立
公
園
の
成
立
と
区
立
公
園
の
現
状
第
三
節
市
民
参
加
と
新
し
い
都
市
公
園
づ
く
り
第
四
節
分
権
改
革
の
中
の
都
市
公
園
政
策
申
（以上、一○二巻一号）
七
七
龍
徹
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｜
都
市
公
園
の
整
備
と
管
理
に
関
す
る
答
申
本
章
で
は
、
都
市
公
園
の
管
理
問
題
を
取
り
上
げ
る
。
ま
ず
、
都
市
公
園
法
の
規
定
な
ど
を
踏
ま
え
た
現
況
に
つ
い
て
述
べ
、
次
に
都
市
公
園
の
管
理
を
取
り
巻
く
社
会
変
化
と
し
て
の
「
社
会
的
機
能
」
形
成
と
そ
の
対
応
と
し
て
の
「
管
理
の
社
会
化
」
に
つ
い
て
述
べ
る
。
’
九
九
○
年
代
以
降
の
社
会
変
化
に
対
す
る
能
動
的
対
応
の
必
要
性
に
つ
い
て
、
平
成
四
二
九
九
二
）
年
に
「
都
市
計
画
中
央
審
議
会
」
か
ら
出
さ
れ
た
答
申
「
経
済
社
会
の
変
化
を
踏
ま
え
た
都
市
公
園
制
度
を
は
じ
め
と
す
る
都
市
の
緑
と
オ
ー
プ
ン
ス
ペ
ー
ス
の
整
備
と
管
理
の
方
策
は
い
か
に
あ
る
べ
き
か
」
は
、
次
の
よ
う
に
述
べ
て
い
た
。
す
な
わ
ち
、
「
国
民
生
活
を
取
り
巻
く
近
年
の
状
況
を
都
市
化
の
進
展
と
国
土
・
都
市
構
造
の
変
化
、
長
寿
社
会
の
到
来
と
高
齢
化
社
会
へ
の
移
行
、
自
由
時
間
の
増
大
と
国
民
の
ラ
イ
フ
・
ス
タ
イ
ルの変化に置き、都市環境の改善、快適性の増大、都市景観の向上、都市火災への対応などの総合的観点から都市公
園を核とした緑とオープンスペースの系統的・有機的配置を進めるとともに、多種多様な緑の保全・創出を推進し、
法
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第
五
章
緑
と
オ
ー
プ
ン
ス
ペ
ー
ス
に
お
け
る
管
理
の
社
会
化
第
一
節
都
市
公
園
の
整
備
と
管
理
第
二
節
協
働
型
社
会
の
都
市
公
園
の
整
備
と
管
理
第
五
章
緑
と
オ
ー
プ
ン
ス
ペ
ー
ス
に
お
け
る
管
理
の
社
会
化
第
一
節
都
市
公
園
の
整
備
と
管
理
七
八
第
三
節
都
市
化
に
お
け
る
都
市
公
園
の
機
能（以上、’○三巻一号）
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（１） 
豊
か
で
潤
い
の
あ
る
生
活
空
間
の
形
成
」
を
、
都
市
の
禄
と
オ
ー
プ
ン
ス
ペ
ー
ス
政
策
の
基
本
的
方
向
と
Ｉ
し
て
述
べ
ら
れ
た
。
こ
の
基
本
的
方
向
の
設
定
は
、
緑
の
中
核
と
し
て
の
都
市
公
園
政
策
に
も
影
響
を
及
ぼ
し
、
都
市
公
園
法
の
改
正
が
行
わ
れ
た
。
こ
の
平
成
四
二
九
九
二
）
年
の
答
申
に
よ
っ
て
行
わ
れ
た
都
市
公
園
制
度
の
見
直
し
の
内
容
は
、
「
①
都
市
公
園
の
公
園
種
別
、
設
置
基
準
等、②公園施設の内容、設置基準等、③都市公園等の対象地域、④占用許可制度および都市公園用地の立体的利用、
都市公園に類似した都市公園以外の施設、⑤管理・運営の充実」などであった。
平
成
七
二
九
九
五
）
年
に
都
市
計
画
中
央
審
議
会
に
お
い
て
出
さ
れ
た
答
申
「
今
後
の
都
市
公
園
等
の
整
備
と
管
理
は
、
い
か
に
あ
る
べ
き
か
」
に
お
い
て
は
、
都
市
公
園
の
整
備
と
管
理
体
制
に
対
し
、
「
今
後
、
社
会
資
本
整
備
の
進
展
、
少
子
・
高
齢
社
会
の
到
来
、
国
民
の
自
由
時
間
の増大を背景とした都市の成熟化の中で、多様化、高度化する国民のニーズと感性に的確に対応し、
豊
か
さ
を
実
感
で
き
る
国
民
生
活
の
実
現
を
図
る
と
と
も
に
、
阪
神
・
淡
路
大
震
災
の
教
訓
を
生
か
し
た
国
民
が
安
全
で
安
心
し
て
生
活
で
き
る
都
市
を
構
築
す
る
た
め
、
緑
と
オ
ー
プ
ン
ス
ペ
ー
ス
を
早
急
に
確
保
す
る
必
要
が
あ
る
」
と
指
摘
し
た
。
こ
こ
に
は
、
従
来
の
都
市
公
園
等
の
整
備
お
よ
び
管
理
に
関
す
る
制
度
や
各
種
の
計
画
が
そ
の
改
善
を
図
っ
た
も
の
の
、
ヒ
ー
ト
ァ
イ
ラ
ン
ド
現
象
の
顕
著
化
、
自
然
と
の
共
生
意
識
の
高
ま
り
、
高
齢
化
の
急
速
な
進
展
な
ど
の
社
会
情
勢
の
変
化
の
中
で
、
依
然
と
し
て
緑
に
関
す
る
ニ
ー
ズ
に
十
分
応
え
ら
れ
る
体
制
に
は
な
っ
て
い
な
い
こ
と
へ
の
反
省
が
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
図
五
’
一
が
示
す
よ
う
に
、
私
的
な
「
に
わ
一
の
延
長
線
上
の
、
個
人
的
で
静
態
的
な
公
園
で
は
な
く
、
そ
の
つ
く
り
と
管
理
へ
の
参
加
を
踏
ま
え
、
動
態
的
か
つ
地
域
的
活
動
や
文
化
を
反
映
す
る新たな都市公園が求められているといえる。
と
こ
ろ
が
、
平
成
四
（
一
九
九
一
一
）
年
の
答
申
が
「
緑
と
オ
ー
プ
ン
ス
ペ
ー
ス
」
全
体
を
対
象
と
し
た
の
に
比
べ
、
平
成
七
二
九
九
五
）
年
の
答
申
は
都
市
公
園
を
直
接
的
な
対
象
と
し
て
取
り
上
げ
、
「
都
市
公
園
の
機
能
的
多
様
性
を
前
提
に
、
経
済
力
に
ふ
さ
わ
し
い
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
一
と
政
策
形
成
（
五
）
（
申
）
七
九
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私的「にわ」から「コミュニティガーデン」へ図
志向 法
学
志
林
第
一
○
三
巻
第
一
号
動態的●･ 
八
○
生活上の豊かさを実現できるようにその整備と管理の充実を図りた
（２） 
い」上）していた。そのうち、管理・運営の充実については、「指導者
養成システムの整備、利用情報提供システムと利用受付・予約システ
ムの整備、利用者のセキュリティ確保、利用者への技術的指導の推進、
遊持施設など構造物の安全基準および保全基準の整備、地域に密着し
た管理・運営の推進」などを上げている。
また、都市公園に類似した都市公園以外の施設について、これまで
は都市公園に属していなかった都市計画特許事業により設置された公
園または緑地、都市公園法上の設置基準、とくに建ぺい率などから都
市公園の要件に合致しないものなど、都市公園として設置・管理され
ていない類川蝉弛設の中で、都市公園と同様の効用を有するものに対し
（３） 
ては適正な管理水準を確保するのが適当であるＬ」された。
都市公園の量的整備がある程度充実してきたところで、その管理的
な問題が重要な課題となってきた。それは、一面では公園の量的整備
が限界に達していることを示すものである。すなわち、現行法制度上
の規定一人当たり二○㎡を達成するためには、地価の高騰による土地
買収費の増大、人件費の増大等のため行政施策だけでは不可能に近い。
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図二戦後の都市公園面積の推移（全国）
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SOOOO 都市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
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そ
し
て
、
従
来
の
設
置
観
念
に
基
づ
く
整
備
の
仕
組
み
は
地
域
に
お
い
て
合
意
さ
れ
な
い
ケ
ー
ス
が
増
え
つ
つ
あ
り
、
ま
た
利
用
者
と
の
関
係
を
重
視
し
た
管
理
的
側
面
が
欠
け
て
い
る
こ
と
な
ど
が
原
因
と
し
て
考
え
ら
れ
る
。
そ
の
う
え
、
昭
和
五
○
年
代
を
中
心
に
量
的
拡
大
政
策
に
よ
っ
て
生
み
出
さ
れ
た
公
園
に
お
い
て
、
管
理
面
で
の
問
題
が
多
発
し
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
都
市
公
園
な
ど
は
「
施
設
の
も
つ
諸
機
能
が
十
分
に
発
揮
さ
れ
、
い
つ
で
も
誰
で
も
が
安
全
、
快
適
、
楽
し
く
利
用
で
き
る
よ
う
な
管
理
と
運
営
が
な
さ
れ
る
べ
き
」
で
あ
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
現
状
は
、
管
理
水
準
の
低
下
、
施
設
の
老
朽
化
、
犯
罪
や
迷
惑
行
為
の
多
発
な
ど
、
安
全
と
快
適
さ
に
お
い
て
深
刻
な
状
況
で
あ
り
、
小
規
模
の
公
園
ほ
ど
そ
の
状
況
は
ひ
ど
く
な
っ
て
い
る
か
ら
で
あ
る
。
す
で
に
見
て
き
た
と
お
り
、
各
種
答
申
や
施
策
に
お
い
て
公
園
の
管
理
問
題
は
重
要
な
課
題
と
し
て
取
り
上
げ
ら
れ
て
い
る
が
、
実
際
の
都
市
公
園
の
管
理
状
況
は
そ
れ
ほ
ど
変
わ
っ
て
い
な
い
の
が
現
状
で
あ
る
。
依
然
と
し
て
施
設
管
理
の
傾
向
が
強
く
、
公
園
利
用
に
さ
ま
ざ
ま
な
規
制
を
設
け
、
し
か
も
サ
ー
ビ
ス
提
供
な
い
し
「
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
」
の
観
点
の
欠
如
に
よ
っ
て
、
市
民
的
公
園
管
理
の
自
覚
や
参
加
を
阻
害
し
て
い
る
。
今
後
の
協
働
型
社
会
に
向
け
て
解
決
し
て
ゆ
か
ね
ば
な
ら
な
い
問
題
が
そ
こ
に
は
あ
る
。
「
機
能
の
社
会
化
一
と
政
策
形
成
（
五
）
（
申
）
・八一
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そのうえ、都市公園の管理は、主に施設の維持管理と財産管理がその中核をなしている。戦後都市公園などの緑地
空間が減少することへの懸念から管理強化のために制定された「都市公園法」の規定によれば、「都市公園の維持、
半分になる場合もある。
二
都
市
公
園
の
管
理
内
容
明
治
以
降
の
都
市
公
園
の
整
備
に
か
か
わ
る
各
種
政
策
に
お
い
て
目
立
つ
特
徴
は
、
公
園
の
設
置
・
配
置
な
ど
の
計
画
論
が
非
常
に
重
視
さ
れ
て
き
た
こ
と
で
あ
る
。
公
園
・
緑
地
な
ど
の
配
置
に
関
す
る
議
論
の
背
景
に
は
、
す
で
に
指
摘
し
て
き
た
よ
う
に
、
こ
れ
ら
の
設
置
行
為
が
も
っ
ぱ
ら
行
政
に
よ
っ
て
担
わ
れ
、
い
わ
ゆ
る
「
存
在
機
能
」
が
優
先
さ
れ
た
特
有
の
事
情
が
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
「
公
園
事
業
も
基
本
的
に
は
自
治
体
の
自
主
的
な
事
業
と
し
な
が
ら
も
、
①
都
市
公
園
法
、
都
市
計
画
基
準
と
い
っ
た
計
画
論
は
国
に
よ
っ
て
用
意
さ
れ
、
②
五
か
年
計
画
と
い
っ
た
国
家
的
な
投
資
計
画
の
中
で
、
国
庫
補
助
事
業
と
し
て
多
く
の
公
園
事
業
が
遂
行
さ
れ
て
き
た
こ
と
に
、
（４） 
地
方
の
自
主
性
を
損
な
う
よ
う
な
制
度
的
な
問
題
点
を
生
ん
で
き
た
」
の
で
あ
っ
た
。
そ
の
た
め
、
利
用
者
の
視
点
に
立
た
な
い
行
政
独
自
の
条
件
だ
け
に
合
わ
せ
た
都
市
公
園
づ
く
り
が
進
め
ら
れ
て
き
た
。
そ
れ
に
よ
っ
て
、
本
当
に
必
要
と
さ
れ
る
場
所
で
は
な
く
、
河
川
敷
や
公
有
諸
施
設
の
跡
地
な
ど
、
市
民
生
活
か
ら
離
れ
た
場
所
に
公
園
が
設
置
さ
れ
て
き
た
き
ら
い
が
あ
る
。
用
地
の
取
得
に
よ
っ
て
公
園
づ
く
り
の
八
割
が
終
わ
る
と
い
っ
た
「
用
地
先
行
取
得
」
の
行
政
慣
習
は
い
ま
も
根
強
く
、
工
事
期
間
が
一
○
年
を
越
え
る
場
合
さ
え
少
な
く
な
い
。
ま
た
、
公
園
の
設
置
以
後
の
管
理
体
制
も
主
に
行
政
に
集
中
し
て
お
り
、
予
算
枠
の
変
化
に
よ
っ
て
は
公
園
の
管
理
費
が
法
学
志
林
第
一
○
三
巻
第
一
号
八二
そ
こ
で
、
以
下
で
は
従
来
の
公
園
管
理
の
内
容
を
検
討
し
、
都
市
公
園
の
管
理
活
動
が
抱
え
る
問
題
を
考
え
る
手
が
か
り
と
し
た
い
。
そ
の
た
め
、
従
来
の
都
市
公
園
に
お
け
る
管
理
の
概
念
や
内
容
規
定
を
取
り
上
げ
、
そ
の
特
徴
と
課
題
を
検
討
す
る
。
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公園における利用行動に対する規制が多くなればなるほど自由な利用は制限され、利用者の減少を招くことになる。
ここでは、管理の強化は自由な利用の制限という相反関係が成立する。その反面、利用者の立場から見た適切な利用
とは、規則に縛られない「自由空間の満喫」であり、自己資任の範囲での利用行為となる。すなわち、その適切な利
用とは、公園を利用する人々の主観的満足がもっとも重要なものである。
このように主体およびその視点の相違によって、都市公園における適切な利用の内容は異なる。強いていえば、こ
れまでの都市公園の管理活動においては、利用を促進するよりはむしろ利用を制限することによって都市公園管理の
適正化を図ってきたともいえる。しかも、都市公園管理における施設管理中心の運営は施設物の保護のため利用規制
を強化し、その規制によって利用者の自由行為の範囲が狭められているのが、現在の都市公園の管理状況である。
修繕、災害復旧などの事実行為、公園施設の設置、管理許可、都市公園などの占用許可などの法律行為、都市公園の
適切な利用を促進するための運営管理など都市公園の機能を維持し、適切な利用を増進するために行われる一切の行
（５） 
為」を都市公園の管理内容として規定していた。
ところが、上述の「都市公園の適切な利用を促進する」という運営管理の内容は抽象的であり、適切な利用の意味
とその判断が誰の立場からなされるのかによってその内容は違ってくる。たとえば、施設の主な提供者である行政側
か
ら
す
れ
ば
、
適
切
な
利
用
と
は
公
園
規
則
の
遵
守
で
あ
る
が
、
そ
れ
だ
け
で
は
、
消
極
的
な
利
用
し
か
想
定
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
に
な
Ｚ？っ。
都市公園政策の歴史的変遷過程における「機能の社会化一と政策形成（五）（申）
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都市公園法における都市公園の管理内容表
囮
ロ
ハ
窮
旨 法
学
志
林
第
一
○
三
巻
第
一
号
出典：建設省都市局公園緑地課 980より作成
八
四
三
公
園
管
理
の
内
容
規
定
都
市
公
園
の
管
理
問
題
を
取
り
上
げ
て
い
る
各
種
研
究
報
告
書
に
お
い
て
説
明
さ
れ
る
管
理
概
念
を
比
較
す
れ
ば
、
上
で
引
用
し
た
都
市
公
園
法
上
の
管
理
概
念
と
ほ
ぼ
一
致
す
る
こ
と
が
わ
か
る
。
た
と
え
ば
、
建
設
省
の
公
園
緑
地
担
当
の
建
設
専
門
官
で
あ
っ
た
塩
島
大
は
、
都
市
公
園
に
お
け
る
管
理
を
、
「
①
（６） 
財
産
管
理
、
②
維
持
管
理
、
③
運
営
管
理
」
の
一
二
つ
に
区
分
・
規
定
し
た
。
ま
た
、
都
市
公
園
を
管
轄
す
る
建
設
省
（
現
国
土
交
通
省
）
は
、
都
市
公
園
法
に
よ
る
都
市
公
園
の
管
理
内
容
を
表
一
の
よ
う
に
区
分
し
て
い
る
。
都
市
公
園
の
管
理
要
素
を
利
用
と
い
う
観
点
か
ら
捉
え
る
の
で
は
な
く
「
施
設
維
持
」
と
し
て
捉
え
、
営
造
物
と
し
て
の
施
設
と
そ
の
維
持
管
理
を
そ
の
間
接
的
な
施
設
保
全
の
一
環
と
し
て
、
利
用
管
理
を
位
置
づ
け
て
い
る
の
が
特
徴
である。とくに、公園緑地に関する建設省の各種マーーュァルの中で、
広
く
公
園
管
理
の
目
的
を
「
公
園
施
設
の
機
能
の
維
持
と
増
進
」
に
あ
る
と
述
べ
て
お
り
、
そ
の
管
理
内
容
を
大
き
く
「
施
設
機
能
の
維
持
」
と
「
施
設
機
能
の
増
進
」
と
に
区
分
し
て
い
る
。
「
施
設
機
能
の
維
持
」
に
は
存
在
機
能
の
維
持と利用機能の維持が、「施設機能の増進」には利用密度と利用の
（７） 
質を高めることがそれぞれ管理内容として位置鶴つけられている。
管理区分 管理内容
維持管理 公園を櫛成している施設の物理的条件を整えて利用
に供するとともに，施設の保全を図る業務（施設管
理，植物管理，動物管理など）
利用管理 利用者との対応を通じて，利用のための条件を整え
るとともに間接的に施設の保全を図る業務（利用案
内，利用指導，利用者受付,催し物開催，利用者の
組織化，その他の施設運営）
法令に基づいて行う業務 財産管理，認許可，使用料の徴収・減免，監督処
分，賠償責任など
その他上記の業務を適正に
行うために実施する業務
企画，調査，人事，給与，労務，契約，出納など
Hosei University Repository
「
施
設
機
能
の
維
持
」
の
主
な
内
容
は
、
環
境
の
改
善
機
能
お
よ
び
災
害
防
止
機
能
を
有
効
に
働
か
せ
る
こ
と
と
、
公
園
利
用
者
が
安
全で快適に過ごせるようにすることであり、施設機能の増進には、利用者数の増加や新しい利用方法を教え指導して
いくことが取り上げられている。しかも、「その他上記の業務を適正に行うために実施する業務」に関しては、本来
公
園
管
理
固
有
の
業
務
で
は
な
い
と
規
定
し
て
い
る
点
が
特
徴
で
あ
る
。
に
も
か
か
わ
ら
ず
一
方
で
は
、
現
行
法
制
度
の
規
定
に
よ
っ
て
委
任
さ
れ
て
い
る
占
用
許
可
、
違
反
の
処
分
な
ど
法
令
に
基
づ
い
て
行
う
事
務
、
公
園
施
設
の
一
部
と
し
て
扱
わ
れ
る
プ
ー
ル
や
体
育
施
設
な
ど
の
有
料
施
設
の
使
用
に
関
連
す
る
業
務
は
、
公
園
管
理
の
一
部
を
な
し
て
い
る
。
こ
の
よ
う
な
管
理
概
念
は
、
実
際
の
都
市
公
園
現
場
に
お
い
て
も
同
様
に
適
用
さ
れ
、
し
た
が
っ
て
ど
の
自
治
体
に
お
い
て
も
公
園
管
理
の
仕
組
み
な
い
し
内
容
が
画
一
的
な
も
の
と
な
っ
て
い
る
。
そこで、現在の、都市公園の管理に関する自治体の現場における管理業務の内容を整理してみると、「①運営管理加
公園愛護会の指導育成、行事等の企画、実施および広報、利用指導・相談、要望処理・事故処理など主に対外的業務、
②維持管理⑪予算および積算基準などの作成、維持管理の計画・設計・工事監督、維持管理作業の実施、施設の点検、
巡視・パトロール、契約に関する事務、失対事業の実施、調査・統計、③法令管理叩公園施設の設置・管理に関する
事務、都市公園の占用許可に関する事務、違反者などの処分、都市公園台帳の作成・保管、（公園内）行為の許可に
（８） 
関
す
る
事
務
、
公
園
内
施
設
利
用
の
受
付
、
使
用
料
な
ど
の
徴
収
な
ど
」
の
よ
う
に
ま
と
め
ら
れ
る
。
このように、法制度上における都市公園管理の概念と現場において実際に行われている管理業務の内容から見て、
都市公園の管理概念は、施設の維持管理（メンテナンス）といった物的施設管理の性格が強く、実際の管理業務はこ
の
施
設
の
維
持
管
理
が
中
心
と
な
っ
て
い
る
と
い
え
る
。
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
」
と
政
策
形
成
（
五
）
（
申
）
八
五
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と
こ
ろ
が
、
利
用
管
理
が
公
園
管
理
上
に
お
け
る
重
要
な
部
分
で
あ
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
公
園
緑
地
を
担
当
す
る
各
事
務
部
署
の
管
理
規
定
や
日
常
業
務
の
中
に
公
園
の
利
用
に
か
か
わ
る
具
体
的
事
務
規
定
が
設
け
ら
れ
て
い
な
い
と
こ
ろ
が
大
半
で
あ
る
。
そ
れ
は
、
前
述
し
た
よ
う
に
公
園
緑
地
の
物
的
基
盤
が
公
有
財
産
で
あ
っ
た
こ
と
に
主
な
原
因
が
あ
る
が
、
「
都
市
公
園
法
」
の
性
格
に
よ
る
も
の
で
もあった。すなわち、終戦後の公園地の不法的占用や転用などから生じる管理上の対応として昭和三一（一九五六）
年に制定された－１都市公園法」が、公園施設の規格化・維持管理を中心に現状維持という消極的な視点で構成されて
いたことに主な原因があると考えられる。そのうえ、鼠的な拡大が当面の目的とされてきた公園行政においては「設
計論」ないし「計画論」が強調されるあまり、管理論が利用者論ないし利用者関係論を欠落ないし手薄なものにして
きたことも要因の一つである。
公園が造られる際、公園を提供する側はその公園が多くの人々によって利用されることを望み、公園の利用者はそ
の公園が安全で、快適で、楽しい場であることを望む。しかし、多くの場合、両者の意図や願望、その結果はかけ離
れているようにみえる。とくに、地域において身近に利用できる小公園の場合、このような傾向ははっきりと現われ
四
都
市
公
園
の
利
用
管
理
他方、利用に関する事項としては、公園愛護会を中心とするところが多く、行政による各種イベントおよび行事を
通じての利用が慣例化している。しかし、上述の都市公園の管理業務の中には、利用の受付、相談、各種イベントや
行事などを通じて行われる利用者との対面接触が含まれており、その程度にかかわらず、利用管理業務も存在してい
る
こ
と
が
わ
か
る
。
と
こ
ろ
が
、
利
□
法
学
志
林
第
一
○
三
巻
第
一
号
八
六
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ている。「もっぱら子どもの利用」から「街区における利用」へとその対象と内容を転換した小公園の場合は、東京
都
の
全
体
公
園
数
に
お
い
て
約
六
割
以
上
を
占
め
て
お
り
、
身
近
な
公
園
の
利
用
は
主
に
規
模
の
小
さ
い
街
区
公
園
に
行
わ
れ
て
い
る
。
こうした規模の小さい公園においては、定住する管理者がいない場合が多く、巡回や視察が主な管理方法である。
巡回管理の内容については、小さい規模の都市公園における路上生活者とゴミ問題の対応策として「公園巡回マ一三
（９） 
アル」を作成し、公園管理系職員による毎日巡回を実施している（ロ東区の事例を参照されたい。
ま
た
、
都
市
公
園
に
よ
っ
て
利
用
の
頻
度
は
か
な
り
異
な
っ
て
お
り
、
誘
致
距
離
や
施
設
の
種
類
な
ど
と
い
う
設
置
基
準
だ
け
が
公
園
の
利
用
を
規
定
す
る
要
因
で
は
な
い
。
「
都
市
公
園
法
」
に
よ
る
公
園
の
種
類
に
は
、
も
っ
ぱ
ら
街
区
に
居
住
す
る
者
の
利
用
に
供
す
る
「街区公園」をはじめ、災害時における避難路の確保、都市生活の安全性および快適性の確保などを図る目的で設け
ら
れ
る
「
緑
道
」
ま
で
さ
ま
ざ
ま
な
公
園
が
あ
る
。
そ
れ
ぞ
れ
の
公
園
は
、
そ
の
目
的
を
果
た
す
た
め
に
計
画
的
な
誘
致
距
離
に
よ
っ
て
配
置
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
が
、
「
街
区
公
園
」
の
よ
う
に
誘
致
距
離
の
二
五
○
ｍ
お
よ
び
面
積
○
・
二
五
油
と
い
う
標
準
か
ら
「
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
都
市
」
の
よ
う
に
一
○
○
○
順
を
標
準
と
し
て
配
置
さ
れ
る
公
園
ま
で
さ
ま
ざ
ま
で
あ
る
。
このような状況にもかかわらず、都市公園の利用者は年々増加していた。建設省が六年ごとに実施する「都市公園
利用者の実態調査」によれば、休日一日当たりの全都市公園利用者は、昭和五八（一九七三）年に約二○’○万人で
あ
り
、
約
五
人
に
一
人
が
都
市
公
園
を
利
用
し
て
い
る
こ
と
が
わ
か
っ
た
。
ま
た
、
昭
和
五
二
（
’
九
七
七
）
年
に
二
○
五
万
人
で
あ
っ
た
利
用
者
の
数
は
六
年
間
で
約
二
倍
に
増
え
た
と
い
う
。
そ
の
増
加
の
原因としては、スポーツ人口の増加、家族ぐるみの利用が上げられる。利用層からは、小学生が街区公園、近隣公園
を
利
用
す
る
場
合
が
約
四
○
％
、
中
高
生
の
運
動
公
園
利
用
が
約
三
○
％
、
六
○
歳
以
上
の
高
齢
者
の
利
用
も
年
々
増
え
つ
づ
け
て
、
利
都市公園政策の歴史的変遷過程における「機能の社会化」と政策形成（五〉（申）
八
七
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具
体
的
に
は
、
ブ
ラ
ン
コ
、
滑
り
台
、
ジ
ャ
ン
グ
ル
ジ
ム
な
ど
の
破
損
や
腐
食
が
多
く
、
破
損
し
た
状
態
で
利
用
さ
れ
て
い
る
遊
具
も
あ
っ
た
。
こ
れ
ら
の
遊
具
の
多
く
は
設
腫
後
約
一
六
年
以
上
経
過
し
た
も
の
で
、
全
国
の
都
市
公
園
に
設
置
さ
れ
て
い
る
ブ
ラ
ン
コ
の
四
分の一がこれに当たることになる。公園の全国的な実態調査は今回がはじめてであり、調査結果からは、腐食や破損、
（旧）
ボルトの緩みなど約二万か所の公園で、一万七○○○個の遊亘〈から管理上の問題が見つかった。
ま
た
、
こ
れ
ら
の
都
市
公
園
の
点
検
や
安
全
検
査
は
ほ
と
ん
ど
の
自
治
体
に
お
い
て
、
年
一
回
未
満
と
い
う
調
査
結
果
が
出
て
い
る
。
自治体がどのような点検を行っているのかを調べたところ、定期的な点検は年一回がもっとも多く（四二％）、全体
の一六％の自治体が年一回未満であり、年二回の点検を行っている自治体は全体の一一三％に止まっていることがわか
平
成
一
○
二
九
九
八
）
年
に
建
設
省
が
行
っ
た
全
国
の
都
市
公
園
の
遊
具
な
ど
の
安
全
検
査
で
は
、
全
国
の
都
市
公
園
約
九
万
三
○
○
○
か
所
の
う
ち
、
全
体
の
一
三
％
に
当
た
る
一
万
二
○
○
○
か
所
の
公
園
施
設
に
お
い
て
安
全
上
の
問
題
が
あ
る
こ
と
が
明
ら
か
に
な
法
学
志
林
第
一
○
三
巻
第
一
号
八
八
（皿）
用率および利用時間も増加が目立った。
ところが、このような利用者の増加に対して、公園の安全はどのように確保ないし管理されているのだろうか。主
に
施
設
物
が
そ
の
対
象
と
な
っ
て
い
る
都
市
公
園
に
お
け
る
安
全
管
理
は
、
後
述
す
る
よ
う
に
利
用
者
を
満
足
さ
せ
る
も
の
と
は
な
っ
て
い
な
い
の
で
あ
る
。
った。
－つ
￣■ 
たl－１
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五
都
市
公
園
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安
全
管
理
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六
公
園
に
お
け
る
破
壊
行
為
（
ご
自
冒
一
房
ョ
）
（Ⅱ） 
一
般
的
に
「
文
化
破
壊
行
為
」
と
し
て
称
さ
れ
る
「
バ
ン
ダ
リ
ズ
ム
」
は
、
公
的
・
私
的
な
宛
二
間
や
施
設
、
財
産
に
お
け
る
破
壊
的
な
行
為
や
ダ
メ
１
ジ
を
与
え
る
行
為
を
指
し
、
こ
れ
ら
の
行
為
は
公
園
に
深
甚
な
ダ
メ
ー
ジ
を
与
え
て
い
る
。
文
化
的
施
設
や
公
共
的
施
設
に対する破壊行為としてのバンダリズムは、都市公園においてとくに顕著である。日常的に行われているゴミ捨て、
犬
や
猫
の
糞
な
ど
に
よ
る
砂
場
の
汚
れ
、
花
火
跡
や
ゴ
ミ
の
散
乱
、
池
や
噴
水
や
ト
イ
レ
の
汚
れ
、
落
書
き
な
ど
の
直
接
的
な
汚
染
行
為
、
施
設
物
の
損
傷
、
放
火
、
そ
し
て
、
路
上
生
活
者
・
住
所
不
定
者
・
不
良
者
、
青
少
年
の
集
団
的
行
動
な
ど
、
こ
れ
ら
に
よ
る
不
安
や
不
快感などによって、公園の利用が妨げられている。
都
市
公
園
に
お
け
る
破
壊
的
行
為
は
、
管
理
上
に
お
け
る
負
担
と
な
る
ば
か
り
で
は
な
く
公
園
の
利
用
を
決
定
的
に
阻
害
す
る
要
因
で
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
一
と
政
策
形
成
（
五
）
〈
申
〉
八
九
他
方
、
公
園
の
自
由
な
利
用
を
妨
げ
て
い
る
の
は
管
理
規
則
だ
け
で
は
な
い
。
公
園
地
内
に
お
け
る
公
園
利
用
を
妨
害
す
る
行
為
・
破
壊
行
為
な
ど
は
も
っ
と
も
深
刻
な
問
題
で
あ
る
。
後
述
す
る
よ
う
に
、
文
化
破
壊
行
為
は
公
園
地
に
お
い
て
日
常
的
に
行
わ
れ
て
い
る
が
、
こ
れ
ら
の
行
為
の
主
体
が
一
般
利
用
者
ま
た
は
不
特
定
利
用
者
で
あ
る
た
め
公
園
管
理
だ
け
で
は
解
決
し
え
な
い
難
し
さ
が
あ
る
。
こ
の
よ
う
な
公
園
に
お
け
る
管
理
の
手
薄
さ
に
よ
っ
て
、
公
園
遊
具
の
使
用
中
に
お
こ
る
事
故
は
後
を
絶
た
な
い
。
平
成
二
（
’
九
九
九
）
年
以
降
、
ブ
ラ
ン
コ
、
滑
り
台
、
シ
ー
ソ
ー
な
ど
で
遊
び
中
に
け
が
を
し
た
件
数
は
一
四
四
○
件
に
の
ぼ
っ
て
お
り
、
最
近
三
年
間
は
毎
年
二
五
○
件
以
上
報
告
さ
れ
て
い
る
と
い
う
。
ま
た
、
警
視
庁
の
統
計
に
よ
れ
ば
、
平
成
一
二
（
二
○
○
○
）
年
に
全
国
の
都
市
公
園
で
発
生
し
た
刑
法
犯
罪
（
交
通
事
故
を
除
く
）
件
数
は
一
万
二
七
六
九
件
に
の
ぼ
っ
て
お
り
、
近
年
、
都
市
公
園
に
お
け
る
安
全
管
（卿〉
理
の
深
刻
さ
を
物
語
っ
て
い
る
。
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都市公園内におけるこれらの破壊ないし不愉快な行動に対する予防や安全対策は、欧米においては、都市公園行政
における「リスク・マネジメント（幻一切【三目四ｍの白目厨）」の一環として取り込まれている。一般的に公園の管理者
に対し警察権同様の権限を与えているのは、これらの破壊的行為への対処のためである。アメリカにおいて、一時期
都心部の都市公園が犯罪や青少年の不良化の空間と化した原因の一つが財政的状況の悪化による公園管理の欠如であ
った。そのため現在は、都市公園において良い管理というのはこれらの危険を減らし、その予防に努めるものとして
このような都市公園内の破壊的行為はそれほど新しい問題ではなく都市公園や公的スペースにおいて日常的に行わ
れるため、場合によっては都市公園が近隣市民には「迷惑施設」として感じられることもある。しかし、都市公園の
（脆）
「迷惑施設」化は管理活動の「手薄さ」にもよるが、より本質的な原因は、都市公園の管理活動がもっぱら行政にお
いて行われてきた歴史的経緯にある。言い換えれば、都市公園が近隣地域・市民の生活から物理的にも意識の上から
（府）
認識されている。
加する傾向にある。
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あるが、このような現象は都市公園だけに限定されたものではない。公共空間におけるこのような破壊的行為は、多
くの利用者によって行われるため特定することができず、またその行為自体が犯罪であることが認識されていないた
め、管理の目が届かない場所においてはその頻度が高まる。日常的な管理点検が定期的に行われていない小規模の都
市公園での破壊行為・迷惑行為の頻発は、都市公園の機能を麻痒させる決定的要因である。
近年、社会的に流動性が高くなるにつれ、都市公園が犯罪の場・温床となる傾向が世論の関心を呼んでいる。その
原因の一端は、都市公園における管理活動の貧弱さにあり、そのため各種の犯罪または利用者に対する妨害行為は増
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七
都
市
公
園
政
策
の
評
価
と
こ
ろ
が
、
一
九
九
○
年
代
以
後
、
社
会
の
変
化
の
中
で
、
公
園
に
関
す
る
評
価
制
度
の
導
入
の
動
き
が
見
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。
’
九
九
○
年
代
半
ば
か
ら
の
「
政
策
評
価
」
な
い
し
「
行
政
の
責
任
」
に
関
す
る
議
論
に
と
も
な
い
、
都
市
公
園
政
策
に
お
い
て
も
評
価
〈Ⅳ）
を導入しよ》つとする動きが建設省において試みられるようになった。建設省では、都市公園事業の評価に際し都市公
園
の
整
備
が
も
つ
価
値
を
、
次
の
よ
う
に
分
類
し
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
公
園
の
よ
う
な
非
市
場
財
の
整
備
に
よ
っ
て
発
生
す
る
経
済
価
値
は
、
大
ま
か
に
「
利
用
価
値
「
「
非
利
用
価
値
」
に
大
別
さ
れ
る
。
「
利
用
価
値
」
は
、
直
接
利
用
価
値
、
間
接
利
用
価
値
お
よ
び
オ
プ
シ
ョ
ン
価
値
（
現
在
は
利
用
し
な
い
が
い
つ
か
利
用
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
生
じ
る
価
値
）
か
ら
構
成
さ
れ
、
「
非
利
用
価
値
」
は
存
在
価
値
、
遺
贈
価
値
か
ら
な
る
と
さ
れ
る
。
こ
の
よ
う
な
分
類
の
仕
方
は
、
従
前
の
存
在
価
値
と
利
用
価
値
と
に
区
分
け
し
た
も
の
に
比
べ
、
（肥）
利
用
価
値
を
中
心
に
存
在
価
値
と
遺
贈
価
値
を
附
加
し
て
い
る
の
が
特
徴
で
あ
る
。
他
方
、
公
共
事
業
の
効
率
性
お
よ
び
事
業
実
施
過
程
の
透
明
化
の
向
上
を
目
的
と
し
た
「
新
規
採
択
時
評
価
シ
ス
テ
ム
」
お
よ
び
「
再
評
価
シ
ス
テ
ム
」
を
平
成
一
○
〈
一
九
九
八
）
年
度
か
ら
、
「
事
後
評
価
シ
ス
テ
ム
」
を
平
成
二
（
一
九
九
九
）
年
度
か
ら
そ
れ
ぞ
れ
試行することになった。そのなかで、都市公園事業に関しては、新規採択時評価および再評価について基準を定め試
（四）
一付しているが、「可能な限り費用対効果分析などの定量的評価が行われる事が望ましいが、都市公園事業のように環
境
質
に
代
表
さ
れ
る
非
市
場
財
の
場
合
、
便
益
の
経
済
的
価
値
の
計
測
が
難
し
く
、
研
究
蓄
積
も
な
い
こ
と
か
ら
実
務
に
お
い
て
整
備
効
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
」
と
政
策
形
成
（
五
）
（
申
）
九一
も離れた空間に存在しているからである。前述のように、それは市民および地域の視点を欠いたまま量的拡大だけを
重
視
し
て
き
た
従
来
の
政
策
に
よ
っ
て
生
み
出
さ
れ
た
必
然
的
な
問
題
で
あ
る
。
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（加）
巣
を
定
鑓
的
に
把
握
す
る
の
は
困
難
な
状
況
で
あ
る
」
と
さ
れ
、
そ
の
実
用
化
に
は
多
く
の
課
題
が
あ
る
こ
と
を
一
不
し
て
い
る
。
こ
の
都
市
公
園
事
業
の
評
価
に
関
す
る
制
度
的
枠
組
み
は
、
「
都
市
公
園
等
事
業
の
新
規
事
業
採
択
時
評
価
実
施
要
綱
細
目
」
お
よ
び
「
都
市
公
園
等
事
業
新
規
採
択
時
評
価
の
評
価
指
標
及
び
判
断
基
準
（
案
亘
で
あ
り
、
そ
の
主
な
評
価
対
象
は
、
①
予
算
要
求
年
度
ま
で
に
、
補
助
事
業
と
し
て
一
度
も
採
択
を
受
け
て
い
な
い
事
業
、
②
過
去
に
補
助
事
業
と
し
て
採
択
を
受
け
て
い
る
が
、
予
算
要
求
年
度
以
前
の
五
年
間
補
助
事
業
を
休
止
し
て
い
た
事
業
で
あ
る
。
つ
ぎ
に
、
評
価
対
象
と
手
法
に
つ
い
て
は
、
大
規
模
な
都
市
公
園
、
す
な
わ
ち
、
国
営
公
園
、
広
域
公
園
、
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
都
市
に
限
っ
て
実
施
す
る
こ
と
や
広
域
避
難
地
と
な
る
防
災
公
園
に
つ
い
て
は
通
常
の
評
価
に
加
え
、
「
防
災
公
園
（
広
域
避
難
地
と
な
る
防
災
公
園
）
の
整
備
効
果
評
価
基
準
（
案
）
」
に
基
づ
い
て
評
価
を
行
う
こ
と
と
し
、
原
則
に
お
い
て
は
、
費
用
対
効
果
分
析
を
上
記
の
都
市
公
園
お
よ
び
防
災
公
園
に
お
い
て
実
施
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。
他
方
、
都
市
公
園
に
お
け
る
「
公
共
事
業
」
と
一
「
公
物
管
理
」
の
た
め
従
来
見
え
な
か
っ
た
市
民
の
視
点
を
顧
客
志
向
な
い
し
顧
客
満
足
の
視
点
か
ら
評
価
し
よ
う
と
す
る
動
き
も
生
じ
て
い
る
。
こ
れ
ら
の
手
法
に
よ
る
評
価
は
民
間
に
お
い
て
は
珍
し
い
こ
と
で
は
な
い
が
、
（別）
近
年
の
評
価
ブ
ー
ム
に
便
乗
し
て
い
く
つ
か
の
市
町
村
で
も
採
用
す
る
よ
う
に
な
っ
た
。
し
か
し
、
こ
の
都
市
公
園
の
効
用
の
合
理
的
な
評
価
基
準
や
評
価
十
夕
法
な
ど
は
ま
だ
確
定
的
な
も
の
で
は
な
い
と
い
え
る
。
と
く
に
、
都
市
公
園
に
対
す
る
良
し
悪
し
と
い
う
価
値
判
断
が
利
用
者
の
主
観
的
な
満
足
に
よ
っ
て
判
断
さ
れ
る
こ
と
が
多
い
う
え
、
都
市
公
園
を
包括的に捉える評価の手法や評価モデルなどが充実していない現状では、今後とも十分な検討と議論を必要とする。
そ
し
て
、
も
っ
と
重
要
な
点
は
、
評
価
自
体
が
も
つ
社
会
的
意
味
に
あ
る
と
い
え
る
。
た
と
え
ば
、
従
来
の
評
価
に
よ
っ
て
高
く
評
価
された都市公園が市民にとって必ずしも安全で快適であるとは限らないからである。そのため、そのような評価がだ
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れにとって有効であり、合理的であるのか、評価そのものがもつ意味を市民の立場から問いただすことが必要である。
そ
の
プ
ロ
セ
ス
が
政
策
論
議
で
あ
る
。
社会的機能に対応する都市公園の評価は、従来からの施設物の設置に対する評価やその手法ではなく、利用者であ
る市民と地域の条件を反映し「自己決定」と「自己責任」のもとで都市公園のありようを選択していくためのシステ
ムが前提とならなければならない。モノを重視する存在機能の評価だけではなく、都市公園をめぐる制度・計画・管
理が市民とその地域社会の状況といかに有機的に結ばれているのかが議論され、それを反映するものでなければなら
ない。そうしたプロセスは、利用者・設置者・管理者それぞれの主張・見解Ⅱ「政策論」の自由な提示と対話を踏ま
（配）
え
て
、
都
市
公
園
がもつ社会的機能についての合意形成を追求することによってこそ可能である。
公共の空間に対する認識の欠如が管理上のもっとも大きな問題として取り上げられてきた都市公園行政であるが、
今
も
営
造
物
施
設
の
管
理
と
い
う
明
治
以
降
固
定
化
さ
れ
た
管
理
観
念
が
根
強
く
潜
ん
で
い
る
。
江
戸
以
来
の
啓
蒙
性
と
と
も
に
営
造
物
と
し
て
の
後
見
的
制
度
の
う
え
、
そ
の
施
設
保
全
の
た
め
の
硬
直
的
な
管
理
活
動
に
よ
る
利
用
の
制
限
が
都
市
公
園
か
ら
利
用
者
で
あ
る
市民を閉め出してきたこと、そのことが自覚され、それを是正・克服するための制度的改革がなされなくてはならな
い。一
社
会
資
本
整
備
と
し
て
の
都
市
公
園
こ
こ
ま
で
見
て
き
た
よ
う
に
、
都
市
公
園
の
整
備
は
、
主
に
量
的
整
備
が
そ
の
政
策
的
目
標
で
あ
っ
た
。
そ
の
た
め
、
都
市
装
置
と
し
都市公園政策の歴史的変遷過程における「機能の社会化一と政策形成（五）（申）
九三
第
二
節
協
働
型
社
会
の
都
市
公
園
の
整
備
と
管
理
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図三都市規模別１人当たり都市公園面穣（ｍ２/1人）
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九四
ての都市公園をいかに市民のものとして管理して
いくかという質的整備への考慮は、量的拡大に比
べ遅れているのが現状である。とくに、昭和四○
～五○年代を中心に取り組まれてきた大規模の広
域公園ないしレクリエーション都市などの施策は、
鑓的面積の拡大という面では大きな成果を上げて
いるものの、都心部または都市化が進んでいる地
域の整備水準はそれほど高くない。すなわち、人
口密度の高い大都市、政令指定都市における一人
当たりの都市公園面積は、他の都市や全国平均の
半分以下のところが多い。
しかし、この整備数字の問題は、｜人当たりの
都市公園面積を算出する方圧上の問題でもある。
都市計画区域内の都市公園面積を人口で割った計
算方法が用いられていることで、人口密度に反比
例する、つまり人口密度が高くなるにつれ一人当
たりの面積は減少することになる。したがって少
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表二都道府県及び政令指定都市の１人当たりの都市公園面職
（平成１６年3.31現在､単位:㎡ｎ人）
都市公園政策の歴史的変遷過程における「機能の社会化」
出典：国土交通省資料
子
化
が
進
行
す
れ
ば
、
何
も
し
な
く
て
も
整
備
面
積
は
増
え
る
こ
と
になる。
このような問題を踏まえ、社会資本としての都市公園の
あり方に対する市民のニーズが多様化され、都市公園に関
す
る
整
備
・
管
理
へ
の
変
化
が
求
め
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。
こ
の
ような変化を『建設白瞥』は、「行政が独自に収集した情
報
を
も
と
に
自
ら
の
基
準
に
よ
り
サ
ー
ビ
ス
内
容
を
決
定
す
る
や
り
方では、利用者である国民の満足度を向上させることは困
難であり、…（中略）…行政のみが専門家ではなく、利用
者である国民も利用の専門家として経験と能力を発揮しう
る分野があることや、利用者である国民は自らの経験や能
力を生かして政策決定に参加することにより、サービスに
対
す
る
満
足
度
が
向
上
す
る
こ
と
に
つ
い
て
の
認
識
が
必
要
で
あ
（鋼）
る」と説明している。
都市公園に関しても、このような社会資本に関する認識
の変化が影響されており、従来の量的整備に合わせた画一
的公園づくりから脱皮しつつあるといえる。それは、地域
」と政策形成（五）（申）
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二「特定非営利活動促進法」（ＮＰＯ法）
都市公園政策における機能の社会化は、一九九○年代後半を中心に顕著化されつつある。その直接的なきっかけは、
戦前の「関東大震災」同様、「阪神・淡路大震災」という自然的災害であった。大政官布達以来名所や社寺境内地な
法
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九六
の個性に配慮した新しい公園づくりの試みであり、利用者である市民の視点を重要しする認識の拡大である。また、
地
域
の
生
活
空
間
に
お
い
て
都
市
公
園
を
も
っ
と
身
近
な
施
設
に
し
た
い
と
す
る
願
い
は
、
市
民
参
加
に
よ
る
公
園
づ
く
り
と
公
園
の
運
営
管
理
に
積
極
的
に
参
加
し
て
い
く
動
き
に
現
わ
れ
て
い
る
。
従
来
の
行
政
に
加
え
、
地
域
の
市
民
と
専
門
家
、
民
間
企
業
な
ど
が
対
等
な
立
場
で
創
造
し
て
い
く
、
「
協
働
型
社
会
」
に
お
け
る
公
園
づ
く
り
は
、
先
進
的
な
自
治
体
の
取
り
組
み
か
ら
始
ま
っ
た
が
、
一
過
性
の
運
動
や
流
行
に
終
わ
る
も
の
で
は
な
く
、
社
会
資
本
整
備
（割）
や
市
民
生
活
に
関
わ
る
長
期
的
な
社
会
の
変
動
が
も
た
ら
し
た
必
然
的
な
流
れ
で
あ
る
と
い
←
え
る
。
す
な
わ
ち
、
昭
和
五
○
年
代
に
お
い
て
一
部
の
地
域
か
ら
始
ま
っ
た
個
性
あ
る
公
園
づ
く
り
の
流
れ
は
、
社
会
変
化
の
も
と
で
全
国
の
都
市
公
園
に
お
い
て
試
み
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
が
、
こ
の
よ
う
な
都
市
公
園
な
い
し
オ
ー
プ
ン
ス
ペ
ー
ス
に
お
け
る
市
民
参
加
の
動
向
は
、
一
時
的
な
も
の
で
は
な
く
、
量
的
（妬）
整備から質的整備へと変化していく都市公園の政策形成の一段階なのである。
こ
の
協
働
型
公
園
づ
く
り
が
め
ざ
す
も
の
は
、
利
用
者
の
顔
が
見
え
る
公
園
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
設
題
す
る
こ
と
で
終
わ
る
の
で
は
な
く
、
公
園
の
管
理
運
営
過
程
で
の
市
民
参
加
を
通
じ
て
「
つ
く
り
続
け
ら
れ
る
公
園
」
で
あ
り
、
場
所
や
地
域
の
特
性
が
生
か
さ
れ
た
「個性ある公園」、安全性と愉快が保障される公園である。そして、このような協働型社会への移行は、都市公園だけ
に
限
定
さ
れ
な
い
大
き
な
社
会
的
う
ね
り
で
あ
る
こ
と
は
言
う
ま
で
も
な
い
。
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ど
地
盤
国
有
地
を
公
園
用
地
と
す
る
貧
弱
な
明
治
期
の
公
園
が
関
東
大
震
災
を
き
っ
か
け
に
計
画
的
公
園
の
整
備
と
し
て
量
的
整
備
が
進
め
ら
れ
た
と
す
れ
ば
、
阪
神
・
淡
路
大
震
災
を
き
っ
か
け
と
し
て
都
市
公
園
の
質
的
整
備
の
序
章
と
も
い
う
べ
き
市
民
活
動
と
そ
の
管
理
の
動
き
が
具
体
化
し
て
い
る
と
い
え
る
。
「
存
在
機
能
」
か
ら
「
利
用
機
能
」
の
重
視
へ
、
戦
前
か
ら
昭
和
に
至
る
都
市
公
園
に
お
け
る
機
能
の
変
遷
は
、
こ
の
阪
神
・
淡
路
大
震
災
二
九
九
五
年
）
を
契
機
と
す
る
市
民
活
動
の
制
度
化
（
「
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
案
」
は
最
初
、
「
市
民
活
動
活
性
化
法
案
」
と
い
う
名
前
で
提
出
さ
れ
た
も
の
で
あ
っ
た
）
と
「
地
方
分
権
推
進
一
括
法
」
の
施
行
（
二
○
○
○
年
四
月
一
日
）
と
い
う
二
つ
の
大
き
な
社
会
変
化
を
踏
ま
え
、
都
市
公
園
に
お
け
る
社
会
的
機
能
の
重
視
が
本
格
化
し
て
い
る
。
こ
の
市
民
活
動
の
制
度
化
と
分
権
的
行
財
政
の
運
営
可
能
性
と
い
う
、
二
つ
の
大
き
な
社
会
変
化
は
、
従
来
の
公
的
機
関
に
よ
っ
て
独
占
的
に
提
供
さ
れ
て
き
た
社
会
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
形
態
に
加
え
、
市
民
セ
ク
タ
ー
、
企
業
セ
ク
タ
ー
に
よ
る
公
的
サ
ー
ビ
ス
体
系
を
再
構
築
さ
せ
る
に
十
分
な
変
化
で
あ
る
。
ま
た
、
地
方
分
権
の
一
括
的
推
進
は
大
き
な
社
会
構
造
の
変
更
で
あ
り
、
従
来
以
上
の
市
民
参
加
と
地
域
や
市
民
の
視
点
に
立
つ
政
策
の
運
営
と
と
も
に
行
政
と
市
民
活
動
に
よ
る
協
働
的
運
営
の
可
能
性
を
切
り
開
く
も
の
で
あ
る
。
図
五
と
図
六
は
、
平
成
一
四
年
に
東
京
都
が
実
施
し
た
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
に
よ
る
ア
ン
ケ
ー
ト
の
結
果
で
あ
る
。
こ
の
ア
ン
ケ
ー
ト
は
、
平成一四年に東京都が東京都公園協会に諮問した「都市公園の整備と管理のあり方」についての参考資料として実施
（配）
されたものであった。このアンケート結果か壽ｂは、都市公園管理におけるＮＰＯのかかわりについて非常に強い期待
が
も
た
れ
て
い
る
こ
と
が
わ
か
る
。
都
市
公
園
の
管
理
な
ど
に
お
け
る
市
民
活
動
は
年
々
そ
の
比
重
を
高
め
て
い
る
が
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
の
成
立
以
降
そ
の
動
き
は
活
発
に
な
っ
て
い
る
と
い
え
る
。
と
く
に
、
都
市
公
園
の
管
理
や
里
山
・
緑
地
な
ど
に
お
け
る
市
民
活
動
の
活
性
化
都市公園政策の歴史的変遷過程における「機能の社会化」と政策形成（五）（申）
九七
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図五東京都立公園アンケートにおけるＮＰＯの位趣づけ
管理邇営を全面的
にＮＰＯに任せる
わからない
３．３％ 管理運営は行政が責任を持って行
べきで、ＮＰＯ
よる管理迦営を
大する必要はな
4.9％ 
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管理迦営のうち、ＮＰＯ
の専門性や個性を生か
せるものについて関わ
ってもらう
78.9％ 
図六都立公園におけるＮＰＯのかかわりについて
・０よる'凶
大する
東京都（2002）「東京都都立公園の崖モニターアンケート結果」出典
九
八
は
「
特
定
非
営
利
活
動
促
進
法
」
（
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
）
と
い
う
制
度
化
に
よ
っ
て
加
速
さ
れ
て
い
る
。
そ
の
目
的
が
「
特
定
非
営
利
活
動
を
行
う
団
体
に
法
人
格
を
付
与
し
、
市
民
の
自
由な社会貢献活動の健全な発展を促し、
公
益
の
増
進
に
寄
付
す
る
（
法
律
第
一
条
と
こ
と
と
さ
れ
る
こ
の
法
律
は
、
市
民
活
動
を
全部で一二分野の活動に分類している。
すなわち、①保健、医療または福祉の
増進、②社会教育の推進、③まちづく
り
の
推
進
、
④
文
化
、
芸
術
ま
た
は
ス
ポ
ー
ツの振興、⑤環境の保全、⑥災害挫悩後
活動、⑦地域安全活動、⑧人権の擁護
または平和の推進、⑨国曄極協力の活動、
⑩男女共同参画社会の形成の促進、⑪
子どもの健全育成、⑫上記①から⑪の
活動を行う団体の運営または活動に関
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こ
の
よ
う
な
市
民
活
動
が
芽
生
え
た
社
会
的
要
因
、
す
な
わ
ち
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
を
は
じ
め
と
す
る
市
民
活
動
に
か
か
わ
る
議
論
の
源
流
に
つ
いては、①福祉国家の危機と社会サービスの民間化、②ライフ・スタイルの転換と社会参加活動、社会貢献に対する
（犯）
企
業
の
認
識
変
化
、
な
ど
が
上
げ
ら
れ
る
。
他方、市民活動の行政過程へのかかわりについては、第一に、個別的な政策や計画の実施過程における参加、第二
に
、
行
政
の
全
体
に
対
す
る
か
か
わ
り
が
考
え
ら
れ
る
。
個
別
的
な
政
策
や
計
画
に
対
す
る
参
加
は
、
①
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
補
充
、
②
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
補
完
、
③
行
政
と
の
協
力
分
担
、
④
独
自
的
な
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
な
ど
が
あ
り
、
行
政
全
体
に
対
す
る
関
与
は
、
①
行
政
（羽）
課題の発掘、②政策提一一一一目、③市民反応の代弁、などが考えられる。
ま
た
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
活
動
を
活
動
目
的
な
い
し
志
向
に
よ
っ
て
「
地
域
志
向
」
と
「
テ
ー
マ
志
向
」
に
分
け
て
考
え
る
こ
と
も
で
き
る
。
「
地
域
志
向
活
動
」
と
は
、
身
近
な
暮
ら
し
の
中
か
ら
生
ま
れ
て
く
る
生
活
上
の
問
題
点
に
関
す
る
活
動
で
あ
る
。
住
ん
で
い
る
地
域
の
問題から考える「住んでいるまちをよくしたい」という思いは、まちづくりの視点が強く、①安全で平等なコミュニ
テ
ィ
・
人
間
関
係
を
重
視
す
る
活
動
、
②
リ
サ
イ
ク
ル
や
緑
化
な
ど
の
快
適
な
ま
ち
づ
く
り
を
め
ざ
す
生
活
環
境
型
、
③
在
宅
福
祉
な
ど
の
か
な
り
福
祉
に
集
約
さ
れ
、
実
践
的
な
活
動
を
と
も
な
う
福
祉
型
な
ど
が
あ
る
。
「
テ
ー
マ
型
志
向
」
と
し
て
は
、
お
互
い
共
有
し
う
る理念的要因が強く、地域的なこだわりは弱い活動として、「環境保全」、「教育・スポーツ」、「健康」、「国際協力」
などがある。
（師）
ロロ的とする活動である。
する連絡、助言または援助の活動、のいずれかに該当する活動であって、不特定多数の利益の増進に寄付することを
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
」
と
政
策
形
成
（
五
）
（
申
）
九
九
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三
ま
ち
づ
く
り
と
都
市
公
園
づ
く
り
ところが、都市公園を含むすべての「緑とオープンスペース」がもつ社会的機能としてのビジョンは、自治体の政
策
と
し
て
の
「
ま
ち
づ
く
り
」
に
お
い
て
も
っ
と
具
体
的
に
な
る
。
た
と
え
ば
、
区
市
町
村
に
お
け
る
個
性
あ
る
都
市
公
園
づ
く
り
は
、
ほ
と
ん
ど
が
こ
の
ま
ち
づ
く
り
の
一
環
と
し
て
行
わ
れ
て
い
る
。
豊
か
な
緑
環
境
を
望
む
声
は
す
で
に
定
着
し
て
お
り
、
緑
環
境
の
整
備
は
一
時
的
な
い
し
一
部
分
に
限
ら
れ
た
も
の
で
は
な
い
。
昭
和
六
○
年
代
以
後
「
ま
ち
づ
く
り
」
が
全
国
の
市
町
村
で
行
わ
れ
る
よ
う
に
な
っ
て
い
る
が
、
「
ま
ち
づ
く
り
」
概
念
を
一
般
的
に
（弧）
確
定
す
る
の
は
そ
れ
ほ
ど
た
や
す
い
こ
と
で
は
な
い
。
そ
れ
は
、
ま
ち
づ
く
り
の
概
念
が
変
化
し
、
多
様
化
し
て
き
た
こ
と
に
よ
る
。
当
初
は
都
市
計
画
や
そ
れ
に
関
連
す
る
事
業
が
ま
ち
づ
く
り
を
指
し
て
い
た
。
つ
ぎ
に
、
新
た
な
物
産
の
ア
ピ
ー
ル
や
商
業
活
動
の
展
開
を
め
ざ
す
ま
ち
お
こ
し
や
種
々
の
イ
ベ
ン
ト
な
ど
地
域
の
活
性
化
に
つ
な
が
る
こ
と
も
「
ま
ち
づ
く
り
」
に
含
め
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。
そ
し
て
現
在
は
組
織
づ
く
り
や
人
づ
く
り
も
「
ま
ち
づ
く
り
」
の
一
環
と
さ
れ
る
よ
う
に
な
り
、
ハ
ー
ド
な
面
か
ら
ソ
フ
ト
な
面
ま
で
含
む
ト
ー
タ
ル
な
イ
メ
ー
ジ
を
持
つ
よ
う
に
な
っ
た
。
従来の「○○計画」ではなく「まちづくり」という言葉が自治体において採用されるようになったのは、人々の住
む
地
域
を
よ
り
良
く
し
よ
う
と
す
る
行
政
側
と
市
民
側
の
変
化
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。
そ
の
変
化
は
み
ず
か
ら
地
域
の
問
題
を
解
決
し
て
い
こ
う
と
す
る
市
民
自
治
の
自
覚
で
あ
り
、
地
域
の
問
題
を
見
つ
け
多
元
的
に
解
決
し
て
い
こ
う
と
す
る
協
働
的
政
策
形
成
へ
の
目
覚
め
である。地方分権一括法の施行により本格的な分権型社会への進行を制度的に進めているが、この政府間関係の制度
的再編というハードの改革をもっと具体的なものとして定着させるためには、政策づくりの仕組みの改革というソフ
トな側面を合わせて見直さなければならない。とくに、画一的な行政計画がもたらす弊害、たとえば「公共事業」に
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都
市
公
園
に
お
け
る
機
能
の
変
化
を
中
心
に
見
て
き
た
本
瞥
は
、
存
在
機
能
か
ら
社
会
的
機
能
へ
の
変
化
の
主
要
原
因
が
「
都
市
化
」
と
同
じ
線
上
に
あ
っ
た
こ
と
に
注
目
し
た
い
。
そ
の
理
由
は
、
都
市
公
園
に
お
け
る
機
能
の
多
様
化
な
い
し
重
層
化
は
、
明
治
以
降
の
「
都
市
化
」
に
対
応
す
る
都
市
計
画
法
制
と
い
う
同
軸
に
お
い
て
展
開
さ
れ
て
き
た
か
ら
で
あ
る
。
と
く
に
、
昭
和
前
期
に
お
い
て
の
「東京緑地計画」はもちろん、終戦後の都市緑地をめぐる各種の対策は進行する都市化に対するものであり、そこか
ら
生
じ
る
問
題
へ
の
対
応
で
あ
っ
た
と
い
え
る
。
都
市
化
に
よ
る
都
市
人
口
の
増
加
と
宅
地
開
発
の
進
行
、
各
種
都
市
イ
ン
フ
ラ
の
整
備
な
ど
の
「
開
発
」
行
為
は
、
都
市
に
あ
っ
た
緑
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
恋
邇
過
穏
に
お
け
る
一
機
能
の
社
会
化
」
と
政
策
形
成
（
五
）
雨
）
一○一
こ
の
よ
う
な
市
民
社
会
に
お
け
る
さ
ま
ざ
ま
な
問
題
を
解
決
す
る
た
め
に
は
、
そ
の
ニ
ー
ズ
を
正
確
に
把
握
し
対
応
す
る
仕
組
み
が
必
〈狸｝
要
で
あ
る
し
、
そ
の
た
め
の
手
法
・
技
術
が
必
要
と
な
る
。
そ
れ
が
、
「
地
方
分
権
」
で
あ
り
、
「
計
画
の
分
権
化
」
で
あ
り
、
協
働
の
た
（鋤）
めの「自治型の行政技術」である。
が特徴である。
（Ⅷ） 
関する問題やそのための利権政治化などは自治・分権を阻害する要因で３℃ある。
今
日
、
ま
ち
づ
く
り
に
お
い
て
描
か
れ
て
い
る
協
働
の
仕
組
み
は
、
住
み
よ
い
ま
ち
を
つ
く
る
た
め
の
プ
ロ
セ
ス
が
中
心
と
な
っ
て
い
る
。
行
政
が
設
置
し
、
住
民
が
利
用
す
る
と
い
っ
た
従
来
の
受
動
的
で
画
一
的
な
ま
ち
づ
く
り
で
は
な
く
、
何
が
必
要
で
ど
の
よ
う
に
つ
くっていくのかという、すべての政策的課題の認識・検討・合意・実践が一連のプロセスとして組み込まれているの
都
市
化
と
公
園
緑
地
第
三
節
都
市
化
に
お
け
る
都
市
公
園
の
機
能
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の環蹟聿を削ることを通じて成り立つものであり、都市化の進一付は「自然環境」の破壊を意味するものであった。持続
的な開発をめざしてきた戦後の都市政策において、都市の緑は「保護する対象」より「開発される対象」であり、そ
の
結
果
は
緑
環
境
の
減
少
を
招
き
、
次
な
る
問
題
を
呼
び
起
こ
す
悪
循
環
と
な
っ
た
。
それは、明治期以降の都市化対策の不備・欠陥を示し、また都市公園政策の主な部分をコントロールしてきた都市
計画とその法体系における緑環境の位置づけそのものに欠点があることを意味している。すなわち、「絶対的土地所
（訓）
有
権
、
線
・
色
・
数
値
に
よ
る
都
市
計
画
、
国
家
主
導
、
メ
ニ
ュ
ー
追
加
方
式
」
の
四
点
を
そ
の
特
徴
と
す
る
都
市
計
画
に
関
す
る
法
体
系
に
お
い
て
、
都
市
の
緑
は
そ
れ
ほ
ど
重
要
な
も
の
で
は
な
か
っ
た
の
で
あ
る
。
ま
た
、
都
市
化
の
流
れ
の
中
で
、
公
園
と
緑
地
が
有
機
的
な
関
係
を
保
つ
こ
と
な
く
個
別
に
捉
え
ら
れ
て
き
た
の
も
都
市
公
園
の
機
能
を狭める原因であったといえる。幸丞泉緑地計画において融合された公園と緑地は、その後の戦時体制の中で防空のた
め
の
犬
・
小
緑
地
が
優
先
さ
れ
た
一
方
、
公
園
は
前
述
の
と
お
り
「
体
力
向
上
施
設
」
で
あ
る
運
動
場
に
変
貌
し
、
「
緑
の
基
本
計
画
」
に
よ
っ
て
総
合
化
が
図
ら
れ
る
ま
で
、
縦
割
り
行
政
の
中
で
分
離
さ
れ
た
ま
ま
で
あ
っ
た
。
他
方
、
「
地
盤
国
有
」
と
い
う
土
地
所
有
権
を
中
心
と
す
る
太
政
官
布
達
公
園
の
制
度
的
集
権
性
と
主
な
公
園
用
地
を
土
地
区
画
整
理
に
よ
っ
て
調
達
し
た
市
区
改
正
以
降
の
計
画
公
園
の
創
出
、
戦
時
体
制
の
た
め
の
体
力
向
上
施
設
と
い
う
戦
前
の
流
れ
は
、
都
市
公
園
を
行政措置の一種として扱う行政慣行の前提となった。この慣行は戦後においても継承され、国庫補助というもう一つ
の集権的仕組みによって構造化されたといえる。そのため、予算措置の拡大、用地先行取得といった「ものづくり」
の思考は今も根強い。
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都
市
公
園
政
策
に
お
け
る
管
理
の
社
会
化
今後の協働型社会における都市公園づくりの最大の論点は、「管理の社会化」に関するものである。都市公園の管
理
活
動
の
不
適
切
さ
の
根
本
的
原
因
は
、
前
に
も
指
摘
し
た
よ
う
に
、
そ
の
管
理
活
動
の
視
点
が
利
用
者
の
視
点
で
は
な
い
と
こ
ろ
に
あ
る
。
「
管
理
」
と
い
う
概
念
に
は
二
つ
の
意
味
が
あ
る
と
い
え
る
。
一
つ
は
一
般
的
な
事
物
の
保
管
・
処
理
を
意
味
す
る
狭
義
の
管
理
を
意味し、もう一つは政策過程のすべてに及ぶ広義の管理である。それには専門分化した行政活動を能率化・総合化す
（弱）
るという意味も含まれることになる。
他
方
、
都
市
公
園
法
に
よ
っ
て
分
類
・
固
定
化
さ
れ
て
い
る
都
市
公
園
の
種
別
は
、
都
市
公
園
の
機
能
を
狭
め
る
原
因
と
も
な
っ
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
都
市
型
社
会
の
深
化
に
と
も
な
い
都
市
公
園
に
求
め
ら
れ
る
機
能
は
多
様
化
し
つ
つ
あ
る
が
、
現
行
の
都
市
公
園
法
が
規
定
す
る
都
市
計
画
区
域
内
の
公
園
だ
け
で
は
、
こ
れ
ら
の
多
様
な
ニ
ー
ズ
に
対
応
す
る
に
は
限
界
が
あ
る
。
た
と
え
ば
、
街
角
の
空
間
や
駅
前
の
遊
休
地
、
町
中
の
空
地
な
ど
は
、
利
用
の
仕
方
に
よ
っ
て
は
り
っ
ば
な
都
市
公
園
と
も
な
る
し
、
駅
前
の
ち
ょ
っ
と
し
た
広
場
が利用者にとっては安全で快適な公園として感じられるかもしれない。また、法的に区切られた施設物として都市公
園よりこれらの空間の方がその機能において優れている場合も少なくはない。公園用地と施設物から成り立つこれま
での都市公園に対し、これからの都市公園は設置者であり管理者である行政からではなく、利用者からの視点を重視
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
の
は
言
う
ま
で
も
な
い
。
すでに指摘してきたように、多様な主体間の共有のプロセスとそのしくみを重視する「社会的機能」においては、
市
民
・
企
業
・
行
政
な
ど
の
多
様
な
主
体
が
対
等
に
協
働
し
て
い
く
政
策
プ
ロ
セ
ス
を
管
理
活
動
の
内
容
と
し
て
シ
ス
テ
ム
的
に
捉
え
る
視
点
が
必
要
と
な
る
。
た
と
え
ば
、
計
画
策
定
過
程
に
お
け
る
市
民
参
加
や
日
常
的
な
管
理
活
動
に
加
え
、
パ
リ
ァ
フ
リ
ー
、
ユ
ニ
パ
ー
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
」
と
政
策
形
成
（
五
）
（
申
）
’○三
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三
つ
く
り
続
け
る
都
市
公
園
Ｉ
里
山
の
実
験
都市公園などの整備を主な目的として策定された「都市公園等整備七か年計画」の第六次計画はその課題を、「①
安全で安心できる都市づくりへの対応、②長寿・福祉社会への対応、③都市環境の保全、改善や自然との共生への対
（師）
応、④広域的なレクリエーション活動や個性と活力ある都市、農村づくりへの対応」と述べている。
今後の都市公園づくりには、①緑とまちづくりの視点、②パートナーシップの視点、③福祉の視点、④農の視点、
（鮨）
⑤生き物の視点、⑥水環境の視点、⑦文化の視点という少なくとも「七つの視点」を含めた多様な視点が必要である。
もちろん、この多様な視点は上記の管理概念を踏まえ、地方自治体を中心に地域の問題をみずから解決していくため
に必要な視点の一部であり、地域社会の状況や市民の生活感情などさまざまな条件に対応して多様な視点が必要とな
る。これらの視点に立って、地域と市民にとって必要とされる都市公園の機能や種類・かたち・利用方法などのあり
方
を
考
え
る
プ
ロ
セスないし枠組みとしての法体系が今後の都市公園法に求められている。
従来の都市公園法の管理活動は、量的な拡大とその消極的な保全を目的としており、多様なニーズにもかかわらず
「防災・避難場所」というイメージと実態を作り上げる結果となった。公共事業と公物（営造物）管理を土台とする
行政による管理から分権的・協働的な社会による管理への変化は、両者の対立を意味するものではない。むしろ、隔
離されていた機能の合理化であり、それらを「社会的機能」へと統合していく「機能の社会化」の過程である。
る。
法
学
志
林
第
一
○
三
巻
第
一
号
一○四
サルデザイン、福祉、水環》境などの新しいニーズも、安全で快適な都市公園づくりにおいては必要不可欠なものであ
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こ
の
計
画
の
策
定
は
、
平
成
七
年
二
九
五
五
）
の
都
市
計
画
中
央
審
議
会
の
答
申
「
今
後
の
都
市
公
園
等
の
整
備
と
管
理
は
、
い
か
に
あ
る
べ
き
か
」
に
お
い
て
述
べ
ら
れ
た
都
市
公
園
等
の
整
備
方
針
の
転
換
を
反
映
し
て
い
る
。
従
来
の
「
都
市
の
中
に
緑
が
あ
る
」
と
（銘）
い
う
発
想
の
転
換
が
そ
れ
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
「
都
市
施
設
」
と
い
う
都
市
計
画
上
の
営
造
物
的
施
設
観
念
か
ら
、
自
然
的
属
性
を
含
む緑へと都市公園の意義が変更されたのである。
そ
の
よ
う
な
変
化
の
背
景
に
は
、
近
年
都
市
を
取
り
巻
く
環
境
の
変
化
、
す
な
わ
ち
、
都
市
内
の
緑
や
自
然
環
境
に
対
す
る
市
民
参
加
が
飛
躍
的
に
増
加
し
て
い
る
こ
と
や
地
域
に
お
け
る
自
主
的
活
動
な
ど
、
既
存
の
制
度
上
に
想
定
さ
れ
て
い
な
い
主
体
が
参
画
し
、
担
う
環
境
保
全
事
業
・
活
動
の
多
く
な
っ
た
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。
そ
の
中
で
も
、
都
市
に
と
っ
て
の
「
中
間
的
自
然
」
で
あ
る
里
山
の
整
備
と
そ
の
管
理
に
か
か
わ
る
市
民
参
加
の
動
向
は
、
今
後
の
都
市
公
園
が
ど
の
よ
う
な
方
向
に
進
む
べ
き
か
を
示
唆
す
る
の
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
形
式
の
公
園
づ
く
り
が
都
市
内
の
「
公
園
づ
く
り
」
の
今
後
を
示
唆
す
る
の
に
対
し
、
里
山
に
お
け
る
市
民
活
動は都市外、周辺地域の「緑地づくり」を示唆する。
「
里
山
」
と
い
う
言
葉
は
、
使
わ
れ
る
目
的
や
背
景
に
よ
っ
て
さ
ま
ざ
ま
な
定
義
が
な
さ
れ
て
い
る
が
、
｜
般
的
に
地
理
的
な
も
の
、
植
生
的
な
も
の
、
里
山
が
成
立
す
る
メ
カ
ニ
ズ
ム
に
着
目
し
た
も
の
、
社
会
文
化
的
な
規
定
な
ど
が
あ
り
、
近
年
の
傾
向
か
ら
見
れ
ば
、
（鍋）
その成立メカニズムを重視する定義が増毫えている。
こ
の
「
里
山
」
と
い
う
言
葉
が
一
般
的
に
用
い
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
の
は
一
九
七
○
年
代
以
降
で
あ
る
が
、
当
時
は
高
度
経
済
成
長
（側）
によって生じたスプロールに対する都市周辺の緑地の確保や森林保全という観点から、里山が注目されていた。
と
こ
ろ
が
、
一
九
八
○
年
以
降
に
な
る
と
、
都
市
周
辺
の
里
山
が
都
市
公
園
や
武
蔵
丘
陵
森
林
公
園
な
ど
の
よ
う
に
緑
地
系
統
に
組
み
込
ま
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。
そ
の
た
め
、
大
規
模
都
市
公
園
に
お
け
る
オ
ー
プ
ン
ス
ペ
ー
ス
の
評
価
、
立
地
特
性
や
整
備
内
容
な
ど
、
公
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
」
と
政
策
形
成
（
五
）
（
申
）
一○五
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園化した里山の空間計画論や保全緑地の評価手法や自然環境特性などの研究が盛んに行われるようになった。
里山の整備に関して行政計画上にその位置づけが初めて明確に現われるのは、「第四次全国総合開発」（四全総）に
おいてである。里山（林）に対し、「児童生徒の学習の場や山村における都市との交流拠点など……自然環境や国土
（狐）
の保全に留意しつつ、総ムロ的な森林利用を図る」としている。
近年、このような里山の存在意義が再認識され、各地で里山保全の取り組みが行われるようになったが、その背景
には緑の整備保全に関するさまざまな制度や政策が整備されたこともある。都市公園整備との関わりでは、都市公園
法上の都市公園の種別の中に「都市林」という項目があり、また一九七○年代の「丘陵地公園」の整備や一九八○年
代以降の「緑のマスタープラと．「緑の基本計画」などにも含まれている。また、里山の保全に関する法制度として
（狸）
は、「都市緑地保全法」上の「市民緑地」や地域緑地制の中の「風致地区」などがある。
里山の保全活動について広く知られているのは、神奈川県の里山活動である。神奈川県における公的な取り組みに
は、昭和六二二九八七）年に始まった「きずなの森造成事業」がある。放置されていた雑木林を対象とし、所有
者・利用グループ・行政（市町）間の「三者協定」を通じて事業を行うというものである。元来、一稼杯の管理は所有
者が行うことが前提であるが、ここではその管理を市民が行う。そのことで森林所有者にメリットがあり、森林所有
（綱）
者に対して行政が行う金銭上の優遇措置はないのがもう一つの特徴である。
里山活動をはじめ、都市公園にかかわる公園愛護会・ボランティア活動、森林の保全活動に本格的に参加するボラ
ンティアの増加などは、一九九○年代以降の特徴であって、その市民活動の活動タイプも従来の「作業請負型」から
（“） 
「ボランティア型」、「自主管理型」へと移行しているのも大きな変化である。これらの市民活動、とりわけ森林の保
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全
に
か
か
わ
る
市
民
活
動
に
お
い
て
は
、
作
業
活
動
に
よ
っ
て
得
ら
れ
る
結
果
に
加
え
、
｜
「
今
、
森
に
何
が
起
き
て
い
る
の
か
」
を
理
解
し
、
「
森
を
守
る
た
め
に
私
た
ち
に
何
が
で
き
る
か
、
何
を
す
べ
き
か
」
を
考
え
る
、
つ
ま
り
自
然
認
識
・
政
策
的
思
考
の
ト
レ
ー
ー
ー
ン
（栂）
グ
の
場
と
し
て
も
機
能
し
て
い
る
の
が
そ
の
最
大
の
特
徴
で
あ
る
。
また、市民や自治体における「トラスト運動」など、環境保全に関する最近の動きにおいて見受けられるのは、自
立
的
な
意
識
・
活
動
へ
の
傾
向
で
あ
る
。
こ
れ
ら
の
動
き
に
共
通
し
て
い
る
の
は
、
生
活
の
場
か
ら
近
い
公
園
な
ど
の
整
備
に
か
か
わ
る
「小さな自然」と、里山に代表される「中ぐらいの自然」への関心の高さである。つまり、従来において法制度や行
政
の
施
策
に
縛
ら
れ
て
い
た
自
然
観
や
そ
の
保
全
を
行
政
だ
け
で
は
な
く
、
市
民
み
ず
か
ら
が
守
り
・
保
全
し
て
い
く
必
要
性
が
、
社
会
的
認
識
と
し
て
定
着
し
つ
つ
あ
る
と
い
え
る
。
（
１
）
都
市
計
画
中
央
審
議
会
答
申
「
経
済
社
会
の
変
化
を
踏
ま
え
た
都
市
公
園
制
度
を
は
じ
め
と
す
る
都
市
の
緑
と
オ
ー
プ
ン
ス
ペ
ー
ス
の
整
備
と
管
理
の
方
策はいかにあるべきか」（都計辮答第二三号）一九九二参照。
（２）都市計画中央審議会答申「今後の都市公園等の整備と管理はいかにあるべきか」都計審答申第二五号、一九九五参照。
（３）この都市公園における許容建築面積について、通常建ぺい率は都市公園法第四条第一項の規定により二％とされていたが、平成五
（一九九三）年の「都市公園法施行令」の一部改正が行われ、特例建ぺい率と許容建ぺい率を従来の五％、七％から一○％、最大二二％
まで引き上げた。また、公園施設の設腫上における制限（たとえば、広場・ブランコ・滑り台・売店など）が削除された。
（４）船引敏明「地方分横と都市公園法制度「｜『公園緑地』五七（三）、一九九六、一九頁。
（５）昭和三一（一九五六）年制定『都市公園法』による公園管理の概念（都市公園法第二条三規定）より。
（６）①財産管理、行政財産としての都市公園の管理〈公園台帳作成など）、②維持管理、都市公園を常に良好な状態に保持させるため
の管理（清掃、樹木の剪定、草刈り、施設補修など）、③迎営管理、都市公園躯附の趣旨に沿った利用のための管理〈催し物の開雌、
利
用
者
指
導
な
ど
）
・
塩
島
大
『
都
市
公
園
整
備
の
地
域
開
発
に
及
ぼ
す
効
果
に
関
す
る
研
究
』
一
九
八
○
参
照
。
都市公園政策の歴史的変遷過程における「機能の社会化」と政策形成（五）（申）
’○七
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法
学
志
林
第
一
○
三
巻
第
一
号
一○八
（７）建設省都市局公園緑地課都市緑地対策室『公園緑地マーーュァル』’九七九、三四八頁。
（８）武蔵野市『の力男ｚ“且勺少幻宍、因只）【（緑の保謹育成と公園行政のあらまし）」一九九六、一九頁。
（９）菊池正芳「台東区の公園管理」『都市公園』一五四（九）、二○○一、五九’六四頁。
（、〉『読売新聞」一九八七年三月二四日付（重辰・夕刊）「都市公園利用者の実態調査」参照。
（ｕ）建設省『都市公園における安全管理に関する調査について』集計概要、一九九八参照。
面
）
「
読
売
新
聞
』
一
九
九
八
年
一
○
月
一
日
付
（
東
京
・
夕
刊
）
参
照
。
（
旧
）
警
視
庁
「
平
成
一
二
年
度
犯
罪
統
計
」
二
○
○
一
資
料
よ
り
。
（
ｕ
）
「
語
源
は
ラ
テ
ィ
ン
語
の
ご
目
８
－
烏
で
、
Ｂ
Ｃ
、
四
五
五
に
ロ
ー
マ
や
ス
ペ
イ
ン
を
侵
略
し
た
ゲ
ル
マ
ン
人
の
人
々
を
指
す
言
葉
で
そ
の
破
壊
的
行
為
か
ら
由
来
し
た
も
の
と
さ
れ
る
。
と
く
に
、
公
的
施
設
や
空
間
に
お
け
る
破
壊
的
行
為
、
文
化
財
な
ど
の
破
損
行
為
な
ど
に
使
わ
れ
て
い
る
」
（
ｚ
Ｃ
二
○
￥
『・ａｏ】Ｃ二Ｃ冒旦。【両口頭一一の亘一九九二、一一○四四頁。
（旧）言の一ロゴ「『。①三目息の曰Ｃ貝。［ご【す自己四『丙⑩」Ｐ。。館ョ：。『。ｇご帛巨目｛のＱ一九九一、九八’’○二頁。
（
旧
）
都
市
公
園
に
お
け
る
管
理
活
動
の
不
適
正
さ
を
生
じ
さ
せ
る
要
因
に
つ
い
て
、
従
来
次
の
四
つ
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
。
①
な
れ
、
②
人
員
の
不
足
、
③
財
政
の
問
題
、
④
社
会
悩
勢
の
変
化
、
機
能
の
低
下
、
す
な
わ
ち
公
園
の
機
能
か
ら
見
た
社
会
情
勢
の
変
化
（
北
村
信
正
監
修
『
造
園
管
理
の
実
際
」
（
造
園
実
務集成、公共造園編一一一）技報堂、一九七三血三七’四○頁。
（Ⅳ）英直彦「都市局所管事業における事業評価について」『新都市』五三（九）、’九九九、一一一一一頁。
（旧）新田敬師「都市公園事業の評価システムについて」「新都市』五三（九）、一九九九、四○頁ｃ
（
四
建
設
省
「
建
設
省
所
管
公
共
事
業
の
新
規
採
択
時
評
価
実
施
要
項
」
お
よ
び
「
建
設
省
所
管
公
共
事
業
の
再
評
価
実
施
要
項
」
一
九
九
八
参
照
。
（別）新田、前掲論文、一九九九、三八頁。
（皿）吉川富夫「顧客満足（Ｃｓ）を指向した公園経営」『都市公園」’五四、二○○一、八五～九四頁。
亜）行政の評価ないし政策・事務事業の評価に関する資料は近年増加しているが、ここでは以下の資料を参照した。行政管理センター
『行政の評価に関する論文集』二九九九）、東京市町村自治調査会『市町村における政策評価制度第二次研究会報告』（二○○○）、同
『市町村における政策評価制度の調査研究会報告轡』二九九九）、山谷清志『政策評価の理論とその展開」（晃洋轡房、一九九七）、今
井照『わかりやすい自治体の政策評価』（学陽轡房、一九九九）。
（翌建設省『建設白書」一九九八参照《》
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（躯）東京都政策報道室『行政と非営利民間団体（ＮＰＯ盲東京のＮＰＯをめぐって』、’九九六、五九－六一頁。
弱
）
東
京
都
政
策
報
道
室
、
前
掲
番
、
一
九
九
六
、
七
五
－
七
九
頁
。
（
辺
用
語
の
使
い
方
を
み
て
も
「
街
づ
く
り
」
「
町
づ
く
り
」
「
ま
ち
づ
く
り
」
な
ど
が
あ
る
。
一
般
的
に
、
「
街
づ
く
り
」
は
市
街
地
な
ど
の
街
を
つ
く
る
場
合に、｜「町づくり」は自治体としての町をつくる場合に、そして「まちづくり」はソフトな意味を含めて幅広い意味で使う場合にそれ
ぞ
れ
用
い
ら
れ
て
い
る
。
そ
の
中
で
、
い
ち
早
く
ま
ち
づ
く
り
の
理
念
を
織
成
し
、
政
策
論
と
現
実
と
の
狭
間
に
あ
る
政
策
現
場
に
お
け
る
「
実
践
」
の
問
題
に関心を持ち続けてきた田村明は、｜「まちづくり」という概念は、「都市計画」のような従来の堅苦しい官庁や行政用語ではなく、市
民に親しまれることを望んで使い始めた」と証言している（田村明の法政大学での識演、二○○○より）。なお、同『まちづくりの発
想」岩波新香、一九九一が詳細に述べている。同『都市ヨコハマをつくる』中公新瞥、’九八三も合わせて参照されたい。
訂）この公共事業の問題点に対する指摘・批判は数多くの文献があるが、本稿では五十嵐敬書の視点と問題提起から示唆を得た。五十
嵐
敬
葛
・
小
川
明
雄
箸
『
公
共
事
業
を
ど
う
す
る
か
』
岩
波
轡
店
、
一
九
九
七
一
同
『
都
市
計
画
、
利
権
の
柵
図
を
超
え
て
」
岩
波
書
店
、
一
九
九
三
》
同
『
公
共
鞭
業
は
止
ま
る
か
」
岩
波
譜
店
、
二
○
○
｜
訓
同
『
市
民
版
行
政
改
革
、
日
本
型
シ
ス
テ
ム
を
変
え
る
」
岩
波
鱒
店
、
一
九
九
九
引
同
『
図
解
公
共
事
業のしくみ、いっきにわかる「日本病」の本質と問題点』東洋経済新報社、一九九九など。
（
犯
）
行
政
管
理
研
究
セ
ン
タ
ー
編
『
中
央
地
方
関
係
に
お
け
る
行
政
計
画
』
一
九
九
六
、
三
頁
。
ま
た
、
辻
山
幸
宣
編
『
分
権
化
時
代
の
行
政
計
画
」
行
政
管
理研究センター監修・発行、一九九五参照。
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
」
と
政
策
形
成
（
五
）
（
申
）
’○九
盆）建設省関東地方建設局編『協働（パートナーシップ）による公園づくり読本叩住民と共に考える公園づくり』、二○○○、｜頁。
（邪）これらの動向について年表の形式でまとめられたものとしては、建設省関東地方建設局編、前掲書、一一○○○、一一－一二頁「協
働
に
よ
る
公
園
づ
く
り
年
表
」
が
詳
細
な
の
で
参
照
さ
れ
た
い
。
（恥）詳細は、東京都ＨＰ（三ｓミニ三三・己の（８．５こ（）・ミニ三面、『一。題。こめシ一二○○二二二一六○○○ェ一○○・ェ弓三）を参照されたい。
（
ご
「
特
定
非
営
利
活
動
促
進
法
」
一
九
九
八
、
法
律
第
七
号
参
照
。
Ｎ
Ｐ
Ｏ
に
関
す
る
入
門
番
を
中
心
と
し
た
近
年
の
質
料
と
し
て
は
次
の
よ
う
な
も
の
が
ある。ＮＰＯ研究フォーラム編一・ＮＰＯが拓く新世紀』（清文社、一九九九）、山岡義典他『ＮＰＯ基礎識座（一～三）』（ぎようせい、
一九九九）、日本ＮＰＯ学会編集委員会編『ＮＰＯ研究二○○一」（日本評論社、二○○｜）、塩澤修平・山内直人一．ＮＰＯ研究の課題
と展望二○○○』（日本評論社、二○○○）、山内直人『ＮＰＯデータブック』（有斐閣、一九九九）、ＮＰＯとまちづくり研究会編『Ｎ
ＰＯとまちづくり』（風土社、一九九七）、山内直人『ＮＰＯ入門』百本経済新聞社、一九九九）、辻元滑美他『ＮＰＯはやわかりＱ＆
ＰＣとまちづくり』（風土社、宝
Ａ』（岩波書店、二○○○）など。
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（仙）上杉哲朗一自然環境保全の場としての皇山」「ランドスヶープ研究」六一（四）、一九九八、二八五頁。
（⑫）角南勇二「緑地保全制度と堅山」『ランドスヶープ研究」六一（四）、一九九八、二九○’二九三頁。
（鍋）中川重年「神奈川県における里山活動」『林業技術』第七○七号、二○○一、二一’二五頁。
（狐）都市公園などの公園管理にかかわる公園愛護会については、金子忠一・内山正雄「都市公園管理体制に関する研究軋特に公園愛護
会の発祥と現状の調査分析」『造園雑誌』四六（五）、一九八三、九九’’○四頁参照。
（
妬
）
日
本
林
業
技
術
協
会
編
、
前
掲
書
、
二
○
○
○
、
二
○
一
頁
。
一九九八、
Ｅ
）
上
杉
》
（⑫）角南雫
（鍋）中川一
（狐）都市（ 法
学
志
林
第
一
○
三
巻
第
一
号
二
○
面）西尾勝「自治型の行政技術」『年報自治体学』（第一号、自治体学会編）、良瞥普及会、一九八七。
（雛）五十嵐敬喜・小川明雄『都市計画両利権の櫛図を越えて』岩波新書、一九九三、一六頁。
弱）「行政制度における合理的な協力を達成しうるように意図された活動」辻清明『行政学概論』（上巻）、東京大学出版会、一九六六、
四八－四九頁。なお、この「管理」概念を「内容規定」と「意味内容」に分け、行政の過程における意味内容の側面を重視し道路行政
を論じたものとして武藤博己『イギリス道路行政史坤教区道路からモーターウニイｃ東一早大学出版会、一九九五がある。本欝で論じ
てきた「機能の社会化」は、この管理概念における意味内容の繭視に強い示唆を受けている。
〈鍋）この七つの視点は、武蔵野市において行われた「市民の森」公園づくりの過程から提示された地域の森を作るための視点であった。
武
蔵
野
市
『
市
民
の
森
公
園
』
一
九
九
九
。
（諏）’九九八年一月三○日閣議決定『都市公園等整備七か年計画』より。
範）建設省『公園緑地マーーュァル』（平成一○年改訂版）一九九九、一五五頁。
（鋤）大住克博・深町加津枝「里山を考えるためのメモ」『林業技術』第七○七号、二○○一、二頁。日本林業技術協会編『里山を考え
る
一
○
一
の
ヒ
ン
ト
』
重
尿
書
籍
、
二
○
○
○
、
’
○
頁
。
（釦）深津加津枝・佐久間大輔「里山研究系譜叩人と自然の接点をあつかう計画論を模索する中で」『ランドスヶープ研究」六一（四）、
二七六頁。
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